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１．四半期財務情報の作成等に係る事項

①　四半期財務諸表の作成基準　　　　　　　　　　　　：　中間財務諸表作成基準

②　最近事業年度からの会計処理の方法の変更の有無　　：　無

③　会計監査人の関与　　　　　　　　　　　　　　　　：　有

　四半期財務諸表については、東京証券取引所の「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則の取

扱い」の別添に定められている「四半期財務諸表に対する意見表明に係る基準」に基づく意見表明のための手続きを

受けております。

２．平成17年９月期第３四半期財務・業績の概況（平成17年10月１日～平成18年６月30日）

(1）経営成績の進捗状況

売上高 営業利益 経常利益 四半期（当期）純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年９月期第３四半期 8,490 18.4 407 9.5 439 21.6 259 33.4

17年９月期第３四半期 7,169 ― 371 ― 361 ― 194 ―

（参考）17年９月期 10,079  559  548  304  

１株当たり四半期
（当期）純利益

円 銭

18年９月期第３四半期 2,361 41

17年９月期第３四半期 1,889 60

（参考）17年９月期 2,942 68

　（注）　売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率を示しております。

(2）財政状態の変動状況

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年９月期第３四半期 7,227 5,860 81.1 52,209 68

17年９月期第３四半期 4,459 3,074 68.9 29,825 67

（参考）17年９月期 4,803 3,262 67.9 30,482 15
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３．平成18年９月期の業績予想（平成17年10月１日～平成18年９月30日）

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

通　　期 13,039 776 510

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　　4,926円10銭

　（注）１．上記の金額には消費税等は含んでおりません。

２．当第３四半期の業績は概ね予想通りに推移しており、通期の業績予想に関しましては、決算短信（平成17年

11月10日発表）に記載しました業績予想より変更ございません。

３．業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社において判断したものであります。予想に

は様々な不確定要素が内在しており、実際の業績はこれからの予想数値と異なる場合がありますので、この

業績予想に全面的に依拠して投資等の判断を行うことはお差し控え下さい。

４．配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円） 

 第１四半期 中間期末 第３四半期 期末 その他 年間 

17年９月期 ― ― ― ― ― ―

18年９月期（実績） ― ― ― ― ― ―

18年９月期（予想） ― ― ― ― ― ―
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４．四半期財務諸表等

(1）四半期財務諸表

①　（要約）四半期貸借対照表

 （単位：千円、％）

科目

当第３四半期
会計期間末

（平成18年６月30日）

前第３四半期
会計期間末

（平成17年６月30日）
増減

（参考）
前事業年度末

（平成17年９月30日）

金額 金額 金額 増減率 金額

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１．現金及び預金 3,073,226 1,011,005   997,031

２．売掛金 969,698 851,335   1,172,337

３．たな卸資産 298,405 120,890   83,337

４．繰延税金資産 35,941 23,414   34,890

５．その他 64,527 94,190   85,936

貸倒引当金 ― △583   △522

流動資産合計 4,441,798 2,100,252 2,341,545 111.5 2,373,011

Ⅱ　固定資産  

１．有形固定資産 ※１

(1）建物 47,395 54,456   53,108

(2）工具器具備品 283,896 157,047   147,257

有形固定資産合計 331,291 211,504 119,787 56.6 200,365

２．無形固定資産 205,882 142,158 63,723 44.8 145,143

３．投資その他の資産

(1）投資有価証券 313,145 325,270   305,537

(2）関係会社株式 1,488,296 1,010,796   1,010,796

(3）長期性預金 95,794 281,995   283,089

(4）繰延税金資産 57,142 43,634   50,779

(5）その他 294,394 343,788   435,023

投資その他の資産合計 2,248,773 2,005,484 243,288 12.1 2,085,226

固定資産合計 2,785,947 2,359,147 426,799 18.1 2,430,735

資産合計 7,227,746 4,459,400 2,768,345 62.1 4,803,747
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科目

当第３四半期
会計期間末

（平成18年６月30日）

前第３四半期
会計期間末

（平成17年６月30日）
増減

（参考）
前事業年度末

（平成17年９月30日）

金額 金額 金額 増減率 金額

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１．買掛金 874,475 884,033   956,419

２．未払金 292,035 285,272   260,184

３．ポイント引当金 35,118 10,653   23,193

４．その他 ※２ 120,442 189,463   285,593

流動負債合計 1,322,071 1,369,423 △47,351 △3.5 1,525,390

Ⅱ　固定負債

１．預り保証金 44,750 15,547   15,547

固定負債合計 44,750 15,547 29,203 187.8 15,547

負債合計 1,366,821 1,384,970 △18,148 △1.3 1,540,938

（資本の部）

Ⅰ　資本金 ― 1,114,514 ― ― 1,153,049

Ⅱ　資本剰余金

１．資本準備金 ― 973,335 ― ― 1,012,609

資本剰余金合計 ― 973,335 ― ― 1,012,609

Ⅲ　利益剰余金

１．第３四半期（当期）
未処分利益

― 986,580 ― ― 1,097,149

利益剰余金合計 ― 986,580 ― ― 1,097,149

資本合計 ― 3,074,430 ― ― 3,262,809

負債、資本合計 ― 4,459,400 ― ― 4,803,747

（純資産の部）

Ⅰ　株主資本

１．資本金 2,324,680 ― ― ― ―

２．資本剰余金

(1)資本準備金 2,184,247 ― ― ― ―

３．利益剰余金

(1)繰越利益剰余金 1,356,536 ― ― ― ―

株主資本合計 5,865,464 ― ― ― ―

Ⅱ　評価・換算差額等

１．その他有価証券評価差額金 △4,615 ― ― ― ―

評価・換算差額等合計 △4,615 ― ― ― ―

Ⅲ　新株予約権 75 ― ― ― ―

    純資産合計 5,860,924 ― ― ― ―

負債、純資産合計 7,227,746 ― ― ― ―
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②　（要約）四半期損益計算書

 （単位：千円、％）

科目

当第３四半期
会計期間

(自　平成17年10月１日
至　平成18年６月30日)

前第３四半期
会計期間

(自　平成16年10月１日
至　平成17年６月30日)

増減

（参考）
前事業年度

(自　平成16年10月１日
至　平成17年９月30日)

金額 金額 金額 増減率 金額

Ⅰ　売上高 8,490,265 7,169,479 1,320,785 18.4 10,079,451

Ⅱ　売上原価 4,977,859 4,221,133 756,725 17.9 5,931,640

売上総利益 3,512,406 2,948,345 564,060 19.1 4,147,811

Ⅲ　販売費及び一般管理費  3,105,260 2,576,423 528,837 20.5 3,588,576

営業利益 407,145 371,922 35,223 9.5 559,234

Ⅳ　営業外収益 ※１ 51,283 7,239 44,044 608.4 11,233

Ⅴ　営業外費用 ※２ 19,427 18,004 1,422 7.9 21,615

経常利益 439,002 361,157 77,844 21.6 548,852

Ⅵ　特別損失 ※３ 2,971 73,895 △70,923 △96.0 89,135

税引前四半期（当期）純利益 436,030 287,262 148,768 51.8 459,717

法人税、住民税及び事業税 180,890 130,978   211,484

法人税等調整額 △4,247 △38,136   △56,758

四半期（当期）純利益 259,387 194,421 64,966 33.4 304,990

前期繰越利益 ― 792,158 ― ― 792,158

四半期（当期）未処分利益 ― 986,580 ― ― 1,097,149

③　（要約）四半期株主資本等変動計算書

当第３四半期会計期間　（自平成17年10月１日　至平成18年６月30日）

（単位：千円）

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

平成17年９月30日　残高 1,153,049 1,012,609 1,097,149 3,262,809 ― ― 82 3,262,891

当第３四半期会計期間中の

変動額

新株の発行 1,171,630 1,171,637 ― 2,343,268 ― ― ― 2,343,268

四半期純利益 ― ― 259,387 259,387 ― ― ― 259,387

株主資本以外の項目の当第３四

半期会計期間中の変動額（純

額）

― ― ― ― △4,615 △4,615 △7 △4,622

当第３四半期会計期間中の変動額

合計
1,171,630 1,171,637 259,387 2,602,655 △4,615 △4,615 △7 2,598,033

平成18年６月30日　残高 2,324,680 2,184,247 1,356,536 5,865,464 △4,615 △4,615 75 5,860,924

－ 5 －



四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
当第３四半期会計期間

（自　平成17年10月１日
至　平成18年６月30日）

前第３四半期会計期間
（自　平成16年10月１日
至　平成17年６月30日）

前事業年度
（自　平成16年10月１日
至　平成17年９月30日）

１．資産の評価基準及び

評価方法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(1）有価証券

子会社株式

同左

(1）有価証券

子会社株式

同左

その他の有価証券

時価のあるもの

　四半期決算日の市場価格等に基づ

く時価法によっております。（評価

差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定し

ております。）

その他の有価証券

時価のあるもの

―――

その他の有価証券

時価のあるもの

―――

時価のないもの

移動平均法による原価法

　ただし、投資事業有限責任組合へ

の出資は、組合等の財産の持分相当

額を有価証券として計上し、組合等

の営業により獲得した損益の持分相

当額を損益として計上する方法に

よっております。

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

移動平均法による原価法

　ただし、投資事業有限責任組合へ

の出資は、組合等の財産の持分相当

額を有価証券として計上し、組合等

の営業により獲得した損益の持分相

当額を損益として計上する方法に

よっております。

(2）デリバティブ取引

時価法

(2）デリバティブ取引

同左

(2）デリバティブ取引

同左

(3）たな卸資産

商品、貯蔵品

　個別法による原価法

(3）たな卸資産

商品、貯蔵品

同左

(3）たな卸資産

商品、貯蔵品

同左

２．固定資産の減価

償却の方法

(1）有形固定資産

定率法

　なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

(1）有形固定資産

同左

(1）有形固定資産

同左

建物 15年

工具器具備品 ５年～15年

(2）無形固定資産

　自社利用のソフトウェアにつき

ましては社内における利用見込可

能期間（５年）に基づく定額法

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権につきましては、貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等の

特定の債権につきましては個別に回

収可能性を勘案して回収不能見込額

を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左

(2）ポイント引当金

　ネットプライス会員の将来のポイ

ント行使による支出に備えるため、

当期に付与したポイントに対し利用

実績率等に基づき算出した、翌期以

降に利用されると見込まれるポイン

トに対する所要額を計上しておりま

す。

(2）ポイント引当金

同左

(2）ポイント引当金

同左

４．重要なリース取引の処理

方法

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

同左 同左

５．その他四半期財務諸表

（財務諸表）作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左
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四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

当第３四半期会計期間
（自　平成17年10月１日
至　平成18年６月30日）

前第３四半期会計期間
（自　平成16年10月１日
至　平成17年６月30日）

前事業年度
（自　平成16年10月１日
至　平成17年９月30日）

（固定資産の減損に係る会計基準）

　会計基準の新規適用に伴い、当第３四半期会

計期間より固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会　平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号　

平成15年10月31日）を適用しております。これ

による損益に与える影響はありません。

――― ―――

（貸借対照表「純資産の部」の表示）

　当第３四半期会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準

第８号）を適用しております。

　なお、従来の「資本の部」の合計に相当する

金額は5,860,849千円であります。

――― ―――
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注記事項

（四半期貸借対照表関係）

当第３四半期会計期間末
（平成18年６月30日現在）

前第３四半期会計期間末
（平成17年６月30日現在）

前事業年度末
（平成17年９月30日現在）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

178,073千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

102,058千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

121,496千円

※２　消費税等の取扱い

　仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺

のうえ、金額的重要性が乏しいため、流動

負債の「その他」に含めて表示しておりま

す。

※２　消費税等の取扱い

同左

 　　　　　　　 　―――

 

 

（四半期損益計算書関係）

当第３四半期会計期間
（自　平成17年10月１日
至　平成18年６月30日）

前第３四半期会計期間
（自　平成16年10月１日
至　平成17年６月30日）

前事業年度
（自　平成16年10月１日
至　平成17年９月30日）

※１　営業外収益のうち主要なもの ※１　営業外収益のうち主要なもの ※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 2,935千円

デリバティブ評価益 12,705千円

投資有価証券売却益 25,624千円

受取利息 4,625千円

受取手数料 259千円

受取利息 7,099千円

受取手数料 409千円

※２　営業外費用のうち主要なもの ※２　営業外費用のうち主要なもの ※２　営業外費用のうち主要なもの

新株発行費 10,524千円

投資事業組合運用損 1,579千円

デリバティブ評価損 18,004千円 投資事業組合運用損 4,462千円

デリバティブ評価損 16,910千円

※３　特別損失のうち主要なもの ※３　特別損失のうち主要なもの ※３　特別損失のうち主要なもの

 工具器具備品売却損 2,971千円 工具器具備品除却損 334千円

ソフトウェア除却損 101千円

移転費用 1,820千円

投資有価証券評価損 73,639千円

工具器具備品除却損 334千円

ソフトウェア除却損 101千円

移転費用 1,820千円

投資有価証券評価損 86,879千円

  ４　減価償却実施額 　４　減価償却実施額 　４　減価償却実施額

有形固定資産 61,088千円

無形固定資産 29,709千円

有形固定資産 41,833千円

無形固定資産 15,410千円

有形固定資産 61,272千円

無形固定資産 23,407千円
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（四半期株主資本等変動計算書関係）

当第３四半期会計期間　（自平成17年10月１日　至平成18年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末

株式数（株）

当第３四半期会計期間

増加株式数（株）

当第３四半期会計期間

減少株式数（株）

当第３四半期会計期間末

株式数（株）

 発行済株式     

 普通株式 107,040 5,216 ― 112,256

 合計 107,040 5,216 ― 112,256

 自己株式     

 普通株式 ― ― ― ―

 合計 ― ― ― ―

 （注）普通株式の発行済株式総数の増加5,216株は以下のとおりであります。

　　　１.第三者割当による増加は、5,000株であります。

　　　２.新株引受権の行使による増加は、36株であります。

　　　３.新株予約権の行使による増加は、180株であります。

 

２．新株予約権等及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の目的と

なる株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当第３四半期

会計期間末残高

（千円）前事業年度末
当第３四半期

会計期間増加

当第３四半期

会計期間減少

当第３四半期

会計期間末

 提出会社

（親会社） 

　 新株引受権  普通株式（注２） 396 ― 36 360 75

第１回新株予約権 普通株式（注２） 1,140 ― 186 954 ―

第２回新株予約権 普通株式（注２） 822 ― 210 612 ―

連結子会社 ― ― ― ― ― ― ―

 合計 2,358 ― 432 1,926 75

（注）１．目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。

２．目的となる株式の数の変動事由の概要

新株引受権の減少は、権利行使及び退職に伴う権利消失によるものであります。

第１回新株予約権の減少は、権利行使及び退職に伴う権利消失によるものであります。

第２回新株予約権の減少は、権利行使及び退職に伴う権利消失によるものであります。

３．配当に関する事項

該当事項はありません。
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（リース取引関係）

当第３四半期会計期間
（自　平成17年10月１日
至　平成18年６月30日）

前第３四半期会計期間
（自　平成16年10月１日
至　平成17年６月30日）

前事業年度
（自　平成16年10月１日
至　平成17年９月30日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引

(1）リース取引の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額及び第３四半期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引

(1）リース取引の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額及び第３四半期残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引

(1）リース取引の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額及び期末残高相当額

取得価額
相当額

減価償却
累計額相
当額

期末残高
相当額

千円 千円 千円

工具器具
備品

13,434 6,270 7,163

合計 13,434 6,270 7,163

取得価額
相当額

減価償却
累計額相
当額

期末残高
相当額

千円 千円 千円

工具器具
備品

13,434 2,730 10,703

合計 13,434 2,730 10,703

取得価額
相当額

減価償却
累計額相
当額

期末残高
相当額

千円 千円 千円

工具器具
備品

13,434 3,615 9,818

合計 13,434 3,615 9,818

(2）未経過リース料第３四半期末残高相当額 (2）未経過リース料第３四半期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 3,568千円

１年超 3,726千円

合計 7,294千円

１年内 3,490千円

１年超 7,294千円

合計 10,785千円

１年内 3,509千円

１年超 6,410千円

合計 9,920千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払

利息相当額

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払

利息相当額

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払

利息相当額

支払リース料 2,763千円

減価償却費相当額 2,654千円

支払利息相当額 138千円

支払リース料 2,109千円

減価償却費相当額 2,027千円

支払利息相当額 141千円

支払リース料 3,030千円

減価償却費相当額 2,912千円

支払利息相当額 196千円

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件取得価格相当額

との差額を利息相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

同左
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（有価証券関係）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

（デリバティブ取引関係）

　四半期連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。

（持分法損益等）

　四半期連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。

（１株当たり情報）

　四半期連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。
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（重要な後発事象）

当第３四半期会計期間
（自　平成17年10月１日
至　平成18年６月30日）

前第３四半期会計期間
（自　平成16年10月１日
至　平成17年６月30日）

前事業年度
（自　平成16年10月１日
至　平成17年９月30日）

　　　　　 　 ────── ────── (1）合弁会社設立について

　当社は、平成17年11月10日開催の取締役会決

議に基づき、株式会社ネクストジャパン（本

社：大阪府吹市、代表取締役社長：長江芳実）

との業務提携の一環として、本年11月21日を期

日として合弁会社「株式会社アミューズボック

ス」を設立いたしました。

①　合弁会社設立の趣旨

　当社では、携帯電話およびパソコンからアク

セス可能なインターネット上での通信販売事業

を行っており、自社で運営するWEB・モバイル

サイト上で雑誌、ラジオ、インターネット、交

通広告等の約120の有力提携媒体と連動した

ショッピングサービスを展開しております。

　今後、株式会社アミューズボックスを通じて

600万人を超える大規模会員組織「JJCLUB100」

と連動した新たなショッピングサービスを開始

することで、商品販売チャネルの更なる拡大を

図ると同時に、商品の申し込みが増えるほどに

価格が安くなる販売方式「ギャザリング」の効

果を増加させることにより、インターネットを

通じた新たな流通スタイルの構築を目指します。

②　合弁会社の概要

(1）商号

株式会社アミューズボックス

(2）代表者

代表取締役社長　佐藤輝英

（当社代表取締役社長）

代表取締役副社長　渡邊一正

（株式会社ネクストジャパン

取締役上席副社長）

(3）設立年月日

平成17年11月21日

(4）主な事業の内容

携帯電話およびパソコンインター

ネット上でのショッピングサービス

事業ならびにオンラインアミューズ

メント事業

(5）役員構成

代表者は上記２名が兼務。他取締役

は両社よりそれぞれ１名ずつの選出

とし、監査役は株式会社ネクスト

ジャパンからの選出といたします。

(6）資本の額

90百万円

(7）発行株式総数

1,800株

(8）株主構成および所有割合

株式会社ネットプライス

50.0％

株式会社ネクストジャパン

50.0％
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